※本テンプレートは合同会社の社員総会議事録を主構成としています。会社法上、合同会社における議事録作成の直接的義務規定はありませんが、登記申請時の添付書面・税務上の証跡として実務上必須です。役員報酬決定・定款変更・代表社員変更・業務執行社員選任・持分譲渡承認等の議題別バリアントおよび一人合同会社用「社員決定書」雛形も装備しています。社員総会議事録は印紙税不要です。

社員総会議事録
Part 1:基本社員総会議事録(汎用テンプレ)

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録
1. 開催情報
	項目
	内容

	開催日時
	[YYYY年MM月DD日] [HH]時[MM]分から [HH]時[MM]分まで

	開催場所
	[本店所在地/会議室・支店等]

	開催方法
	☐対面 ☐書面決議 ☐電磁的方法による決議 ☐オンライン会議


2. 出席状況
	項目
	内容

	議決権を有する社員の総数
	[○]名

	議決権を有する社員の出資総額
	金[金額]円

	出席社員の数
	[○]名

	出席社員の出資額合計
	金[金額]円

	議長
	[氏名]

	議事録作成者
	[氏名]


3. 議事の経過および結果
議題第1号:[議題のタイトル]
【提案者】 [氏名]
【提案内容】 [議題の具体的な内容を記載]
【議事の経過】 議長は、上記議題について説明を行い、出席社員に対し意見・質問を求めた。出席社員からの[意見・質問の概要]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
【決議結果】 出席社員[○]名(出資額合計金[金額]円)の[全員一致/過半数]の賛成により、本議題は原案のとおり可決された。 (反対:[○]名・棄権:[○]名)
議題第2号:[議題のタイトル]
(必要に応じて議題ごとに繰り返し)
4. 議事録の作成
以上の決議を明確にするため、本議事録を作成し、議長および出席社員全員(または出席業務執行社員)がこれに記名押印または電子署名する。
[YYYY年MM月DD日]
[合同会社の正式名称]
議長 [氏名] 印
議事録作成者 [氏名] 印
出席社員 [氏名] 印 出席社員 [氏名] 印 出席社員 [氏名] 印 (全出席社員が記名押印または電子署名)

Part 2:議題別バリアント
役員報酬決定議事録

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録(役員報酬決定)
1. 開催情報
	項目
	内容

	開催日時
	[YYYY年MM月DD日] [HH]時[MM]分から [HH]時[MM]分まで

	開催場所
	[本店所在地]

	開催方法
	☐対面 ☐書面決議 ☐電磁的方法による決議


2. 出席状況
(基本テンプレートと同じ)
3. 議事の経過および結果
議題:業務執行社員および代表社員の報酬決定の件
【提案者】 議長 [氏名]
【提案内容】 当合同会社の第○期事業年度(自[YYYY年MM月DD日] 至[YYYY年MM月DD日])における業務執行社員および代表社員の報酬を、次のとおり決定したく提案する。
	役職
	氏名
	月額報酬(税込)
	年額報酬(税込)
	支給時期

	代表社員
	[氏名]
	金[金額]円
	金[金額]円
	毎月[末日]振込

	業務執行社員
	[氏名]
	金[金額]円
	金[金額]円
	毎月[末日]振込


【提案理由】 [業績向上/前年度実績/業界相場/職務内容等に基づく決定理由]
【支給開始時期】 [YYYY年MM月]支給分から
【議事の経過】 議長は、上記議題について説明を行い、特に当合同会社の業績、業界相場、各役員の職務内容・責任範囲を踏まえた報酬水準であることを説明した。出席社員からの[質疑・意見]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
なお、本決議は、法人税法第34条第1項第1号の定期同額給与に該当する金額として、事業年度開始日(YYYY年MM月DD日)から3か月以内である本日に決定するものである。
【決議結果】 出席社員[○]名(出資額合計金[金額]円)の全員一致により、本議題は原案のとおり可決された。

定款変更議事録

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録(定款変更)
1. 開催情報
(基本テンプレートと同じ)
2. 出席状況
	項目
	内容

	議決権を有する社員の総数
	[○]名

	出席社員の数
	[○]名

	定款変更の決議要件
	総社員の同意(会社法第637条)


3. 議事の経過および結果
議題:定款の一部変更の件
【提案者】 議長 [氏名]
【提案内容】 当合同会社の定款の一部を、次のとおり変更したく提案する。
(1) 変更条項:[第○条 〇〇に関する規定]
【変更前】 > 第○条([条項名]) > [変更前の条文全文]
【変更後】 > 第○条([条項名]) > [変更後の条文全文]
(2) 変更理由
[変更の必要性・経緯を具体的に記載]
(3) 変更の効力発生日
[YYYY年MM月DD日]
【議事の経過】 議長は、上記議題について説明を行い、出席社員に対し意見・質問を求めた。出席社員からの[意見・質問]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
会社法第637条により、定款変更には総社員の同意が必要であるところ、議決権を有する社員の総数[○]名のうち、本社員総会に出席した社員[○]名(欠席社員[○]名から事前に書面または電磁的方法による同意を取得済み)の全員の同意により、本議題は原案のとおり可決された。
【登記事項該当性】 本定款変更のうち、[商号/本店所在地/事業目的/公告方法/業務執行社員/代表社員等の登記事項該当事項]については、会社法第915条第1項により、変更の効力発生日から2週間以内に変更登記を申請するものとする。

代表社員変更議事録

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録(代表社員変更)
1. 開催情報
(基本テンプレートと同じ)
2. 出席状況
(基本テンプレートと同じ)
3. 議事の経過および結果
議題:代表社員の変更の件
【提案者】 議長 [氏名]
【提案内容】 当合同会社の代表社員を、次のとおり変更したく提案する。
	項目
	内容

	変更前の代表社員
	[氏名]

	変更後の代表社員
	[氏名]

	変更理由
	☐辞任 ☐任期満了 ☐解任 ☐新任 ☐その他([理由])

	変更日(効力発生日)
	[YYYY年MM月DD日]


【新代表社員の就任承諾】 新代表社員[氏名]は、上記日付をもって代表社員に就任することを承諾する旨を表明した。
【新代表社員の住所・氏名】 住所:[新代表社員の住所(住民票記載のとおり)] 氏名:[新代表社員の氏名]
【議事の経過】 議長は、上記議題について説明を行い、出席社員に対し意見・質問を求めた。出席社員からの[質疑・意見]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
【決議結果】 出席社員[○]名(出資額合計金[金額]円)の[全員一致/過半数]の賛成により、本議題は原案のとおり可決された。
【登記事項該当性】 本代表社員変更は、会社法第915条第1項に定める登記事項であるため、変更の効力発生日から2週間以内に変更登記を申請するものとする。本議事録は、登記申請時の添付書面として使用する。

業務執行社員選任議事録

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録(業務執行社員選任)
1. 開催情報
(基本テンプレートと同じ)
2. 出席状況
(基本テンプレートと同じ)
3. 議事の経過および結果
議題:業務執行社員の選任の件
【提案者】 議長 [氏名]
【提案内容】 当合同会社の業務執行社員を、次のとおり選任したく提案する。
	項目
	内容

	選任する業務執行社員
	[氏名]

	選任理由
	☐新任 ☐任期満了に伴う再任 ☐その他([理由])

	就任日
	[YYYY年MM月DD日]

	業務執行の範囲
	[全般/特定業務[業務内容]に限定]


【業務執行社員の住所・氏名】 住所:[業務執行社員の住所] 氏名:[業務執行社員の氏名]
【就任承諾】 新業務執行社員[氏名]は、上記日付をもって業務執行社員に就任することを承諾する旨を表明した。
【議事の経過】 議長は、上記議題について、定款第○条に基づき業務執行社員の選任を行う必要性を説明した。出席社員からの[質疑・意見]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
【決議結果】 出席社員[○]名(出資額合計金[金額]円)の[全員一致/過半数]の賛成により、本議題は原案のとおり可決された。
【登記事項該当性】 本業務執行社員選任は、会社法第915条第1項に定める登記事項であるため、変更の効力発生日から2週間以内に変更登記を申請するものとする。

持分譲渡承認議事録

[合同会社の正式名称] 社員総会議事録(持分譲渡承認)
1. 開催情報
(基本テンプレートと同じ)
2. 出席状況
(基本テンプレートと同じ)
3. 議事の経過および結果
議題:社員持分の譲渡承認の件
【提案者】 譲渡社員氏名
【提案内容】 当合同会社の社員持分の譲渡について、会社法第585条第1項に基づき、次のとおり承認を求める。
	項目
	内容

	譲渡社員(譲渡人)
	[氏名]

	譲受人
	[氏名]

	譲渡対象の持分
	出資額金[金額]円(全社員に対する出資割合[○]%)

	譲渡日(効力発生日)
	[YYYY年MM月DD日]

	譲渡対価
	金[金額]円

	譲受人の住所・氏名
	住所:[住所]・氏名:[氏名]


【持分譲渡承認の要件】 会社法第585条第1項により、社員持分の譲渡には他の社員全員の承諾が必要(定款で別段の定めがある場合を除く)。本議題は、譲渡社員[氏名]以外の他社員[○]名の承認を求めるものである。
【議事の経過】 議長は、上記議題について、譲受人の事業背景・当社運営への影響等を説明した。出席社員からの[質疑・意見]を踏まえ、議長は本議題について採決を求めた。
【決議結果】 譲渡社員以外の他社員[○]名(出資額合計金[金額]円)の全員一致の賛成により、本議題は原案のとおり可決された。譲渡社員[氏名]は議決権行使を控えた。
【譲受人の社員就任】 譲受人[氏名]は、本決議の効力発生をもって、当合同会社の社員となる。譲受人[氏名]は、本契約の条件で社員となることを承諾する旨を表明した。

Part 3:社員決定書(一人合同会社用)

[合同会社の正式名称] 社員決定書
当合同会社の唯一の社員(代表社員兼業務執行社員)である私[氏名]は、[YYYY年MM月DD日]、当合同会社の業務執行に関し、以下の事項を決定した。
1. 決定事項
(1) 決定事項:[決定する事項のタイトル]
[決定内容を具体的に記載]
例:業務執行社員[氏名]の月額報酬を、[YYYY年MM月]支給分から金[金額]円(税込)と決定する。本決定は、法人税法第34条第1項第1号の定期同額給与に該当するものとして、事業年度開始日(YYYY年MM月DD日)から3か月以内に行うものである。
(2) 効力発生日
[YYYY年MM月DD日]
2. 決定書作成日
[YYYY年MM月DD日]
[合同会社の正式名称] 代表社員 [氏名] 印 (電子契約の場合は電子署名)

Part 4:議事録の保管・登記申請時の取扱い
4.1 議事録の保管期間
· 法人税法施行規則第59条:帳簿書類として10年間保管(法人税法上の保管期間)
· 会社法第618条(株式会社参考):株式会社は本店10年保管
· 合同会社は会社法上の直接規定はないが、税務・実務上は10年保管が標準
4.2 保管場所
· 本店(原則)
· 支店(該当時)
· 電子データでクラウド保管(電子帳簿保存法対応)
4.3 電子帳簿保存法対応
2024年1月の電帳法完全義務化により、電子的に作成した議事録は電子データのまま保存する義務があります。
· タイムスタンプの付与(または訂正・削除履歴の確保)
· 検索機能の整備(取引年月日・取引金額・取引先による検索)
· 出力できるディスプレイ・プリンタの確保
電子契約サービス活用により、これらの要件を自動充足できます。
4.4 登記申請時の添付書面
合同会社の登記申請(代表社員変更・本店移転・事業目的変更・業務執行社員変更等)では、本議事録が添付書面として必須です。
	登記事項
	議事録の必要性

	代表社員変更
	必須

	業務執行社員変更
	必須

	商号変更
	定款変更議事録が必要

	本店所在地変更
	必須

	事業目的変更
	定款変更議事録が必要

	公告方法変更
	定款変更議事録が必要


登記申請の期限
定款変更・役員変更等は、変更日から2週間以内に登記申請が必要です(会社法第915条第1項)。期限を過ぎると過料の対象となります。

印紙税に関する注記
紙の議事録として作成する場合
社員総会議事録は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。議事録は契約書ではなく、合同会社の意思決定の記録文書であり、印紙税法別表第一の各号文書(売買・請負・継続的取引基本契約等)のいずれにも該当しないためです。
電子的に作成する場合
電子的に作成・保管する議事録も印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
ただし、議事録に基づき作成される関連書類(役員報酬合意書・持分譲渡契約書等)では、印紙税が発生する場合があります。電子契約により完全にゼロにできます。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な議事録は弁護士・司法書士にご相談ください。
· 本テンプレートは合同会社の社員総会議事録を主構成としています。株式会社の株主総会議事録には、用語(株主→社員、株式数→出資額、取締役→業務執行社員、代表取締役→代表社員等)が異なるため、本テンプレートは適用できません。
· 会社法上、合同会社における議事録作成の直接的義務規定はありませんが、登記申請時の添付書面・税務上の証跡として実務上必須です。「義務がない=作らなくていい」は誤解です。
· 役員報酬決定議事録(Part 2)は、法人税法第34条第1項第1号の定期同額給与として損金算入するため、事業年度開始日から3か月以内の作成が必須です。
· 定款変更議事録(Part 2)は、会社法第637条により総社員の同意が原則必要です(定款で別段の定めがある場合を除く)。欠席社員からの事前同意の取得も明示してください。
· 代表社員変更・業務執行社員変更議事録(Part 2)は、会社法第915条第1項により変更日から2週間以内の登記申請が必要です。本議事録は登記申請時の添付書面となります。
· 持分譲渡承認議事録(Part 2)は、会社法第585条第1項により他の社員全員の承諾が原則必要です。譲渡社員自身は議決権行使を控えるのが慣行です。
· 一人合同会社(社員1名)の場合、「社員総会議事録」ではなく「社員決定書」(Part 3)として作成してください。
· 議事録の保管期間は、法人税法施行規則第59条により10年間です。
· 電子帳簿保存法(2024年1月完全義務化)対応のため、電子的に作成した議事録は電子データのまま保存し、タイムスタンプ・検索機能等の要件を満たしてください。
· 議事録は印紙税不要ですが、関連書類(役員報酬合意書・持分譲渡契約書等)で印紙税が発生する場合は、電子契約により完全にゼロにできます。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。
